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酒田港 港湾計画一部変更のポイント

○ 企業の立地促進及び港湾の環境整備を図るため、土地利用計画

を変更する。

外港地区 海面処分用地41.0ha → 工業用地37.1ha、緑地3.9ha
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酒田港の概要

酒田港の主な定期航路（平成27年3月1日現在）

外貿コンテナ航路 船社名 便数

韓国航路
高麗海運（株）
長錦商船（株）

4便/週

その他内航定期航路 船社名 便数

酒田～飛島(離島) 酒田市定期航路事業所 1～2便/日

取扱貨物の品目内訳（平成25年）

石材
47.7%

窯業品
32.7%

廃土砂
10.0%

非金属鉱

物

5.6%

砂利・砂
1.5%

その他
2.5%

石油製品
51.5%セメント

23.7%

原塩
9.6%

重油
6.7%

石灰石
4.3%

その他
4.1%

移出

79万トン

移入

71万トン

金属くず
50.6%

窯業品
35.7%

再利用資材
7.8%

自動車
部品

1.3%

その他
4.5%

石炭
94.2%

その他

5.8%

輸出

19万トン

輸入

210万トン

取扱貨物量の推移

外貿貨物公専別の推移

出典：酒田港統計年報より

○ 酒田港は、山形県唯一の重要港湾であり、物流・産業活動を支える基盤として重要な役割を担っている。
○ 主要貨物は、火力発電所の燃料となる石炭（輸入）のほか石材並びに石油製品である。
○ 貨物量としては大きくはないものの、リサイクル関連貨物や外貿コンテナ貨物が近年増加している。
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○ 酒田港は、リサイクル関連貨物など静脈物流ネットワークの拠点となる総合静脈物流拠点港（リサイクル
ポート）に平成15年4月に指定された。

○ 周辺には21社の環境・リサイクル関連企業が立地し、うち14社は指定後に立地している。
○ リサイクル関連貨物は、順調に取扱を増やし、平成25年は平成15年の約2.7倍の貨物量となっている。

酒田港の主な利用状況（リサイクル関連貨物）

酒田港のリサイクル関連貨物量の推移酒田港周辺のリサイクル関連企業の立地状況

リサイクルポート指定

（単位：ﾄﾝ）
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○ 平成26年3月に国際定期コンテナ航路（韓国航路）が週３便化され、同年4月に背後に立地する紙おむつ工場
の新設・本格稼働後、輸出貨物量は大幅に増加し、平成26年は過去最高のコンテナ取扱量となった。
○ 平成27年2月末には韓国航路が更に１便増えて週４便化され、さらに同第2工場が平成27年夏に稼働を始め
ることから、さらに取扱量が増大する見込み。

酒田港の主な利用状況（コンテナ貨物）

（単位：TEU）

東日本大震災（H23.3.11）
太平洋側港湾の代替機能
を発揮

リーマンショック
（H19.9.15）

韓国航路の週3便化
新工場稼働
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○ 港湾工事に伴う浚渫土砂の処分場として整備してきた外港地区海面処分用地の竣工が近づいており、

後述する土地利用ニーズが見込まれることから、企業の立地促進及び港湾の環境整備を図るため、

海面処分用地から工業用地及び緑地に土地利用計画を変更する。

○ 工業用地には、製造関連やバイオマス発電プラント等の企業立地を想定している。

今回計画既定計画 ・工業用地 37.1ha〔既定計画の変更〕
・緑 地 3.9ha〔既定計画の変更〕

・海面処分用地 41.0ha〔削除〕

外港地区

酒田港 港湾計画一部変更の内容

外港地区
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※港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針（平成26年12月19日国土交通省告示1167号）

確認事項

国としての確認の視点

基本方針※

土地利用計画
（外港地区）

Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
１ 産業の国際競争力と国民生活を支える物流体系の構築
（２）臨海部の産業立地・活動環境の向上
経済のグローバル化の進展、東アジア地域の急成長、企業の国際分業の進展等の中で、製造業を中心とする企業は最適生
産地を求めて、国や地域を選択する時代となっており、東日本大震災を受けてその傾向はますます強くなると考えられる。
また、臨海部における国内外からの産業立地や設備投資を促進することにより、我が国産業の国際競争力を向上させるとと
もに、雇用や所得の創出等により地域を活性化させることが必要である。
このため、原材料等のバルク貨物等を輸送する船舶の大型化や企業立地等に対応した港湾施設の整備、臨海部の有効活
用・再編による用地の提供を行うとともに、ターミナル隣接地における大型特殊貨物を円滑に輸送するための措置や幹線道路
網とのアクセスの確保について関係機関と連携して取り組む。
また、産業活動を支える高度なサプライチェーンを構築するため、荷さばき、流通加工、在庫管理等ロジスティクス機能を備え
た物流産業の誘致・育成を進める。

確認の視点


